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1. はじめに 

近年，自動車依存の進展と高齢化に伴い，食料品等

の生活必需品の購入が困難となる，買い物困難者の増

加が社会的な問題となっている．小売店数の減少と急

激な高齢化が相まって，買い物困難者は今後，さらな

る増加が予想される．その対応策を検討するためには，

買い物困難者発生メカニズムの把握とそれに基づく

発生地域の予測が急務である．買い物困難者の発生に

は，少子高齢化に伴う買い物需要の減少とモータリゼ

ーションの進展が最寄り店舗の撤退を促し，その一方

で高齢化に伴う自動車利用可能性の低下が移動可能

性を低下させるといった，需要側と供給側の双方の要

因が影響していると考えられる（図-1）．したがって

買い物困難者の対策を検討する上では移動可能性の

低下と店舗の撤退の両者を整合的に捉えることが不

可欠である． 

本研究では高齢化に起因し，自動車を利用できない

居住者の増加を需要側，最寄り店舗の撤退を供給側の

問題として捉え，自動車利用可能性に応じた買い物行

動と小売店の参入・撤退行動をモデル化し，人口構成

に応じた各地点の買い物需給の均衡を求めるシステ

ムを開発する．これを用い，高松市を対象として定量

的にその発生を予測することを目的とする．  

 

 

図-1 買い物困難者地域発生の背景 

 

 

2. 買い物需給モデルの構築 

本研究のモデルフレームを図-2 に示す．買い物を

行う際，店舗の選択条件として，居住地から店舗まで

の交通費用と店舗の魅力度，および商品価格を用いる．

小売事業者は店舗面積を変化させることで販売量を

調節するが，面積が大きくなるほど，商品価格が高く

なると仮定する．ゾーンごとの販売金額と消費額が均

衡するようゾーンごとの販売価格が決定される．ここ

で，人口減少や高齢化により，買い物需要は減少する

ため，その都度均衡状態を決定する．以上の結果より，

人口変化に応じて小売サービスの供給量が変化し，ま

た高齢化に伴い自動車利用可能性が低下することか

ら，居住者の買い物にかかわる交通費用や効用水準が

変化する．本稿ではこれらの指標により将来の買い物

困難地域を評価する．なお，店舗の撤退判断は 5 年ご

とに前期の利潤に基づき行われると仮定する． 

 

 

図-2買い物需給のモデルフレーム 

 

3. 人口減少・高齢化の買い物需給への影響分析 

図-3 は 2005 年を基準とした 2035 年の不便益額の

変化を表している．人口集中地域では大幅な変化は見

られず，中央通りを中心に比較的現状を維持している

事がわかる．一方，高松市西部，東部の他に庵治，峰

山など近郊で大きな不便益が生じていることがわか

る．これらの地域では，自動車利用が不可能になる場

225



合の一人あたりの不便益額は山間部に比べて小さい

が，自動車利用が不可能になる人が増加することが見

込まれるため，大きな値となっている． 

山間部などの郊外部では，不便益額が低く評価され

ている．その理由として，これらの地域では基準年次

において，すでに他の地域に比べ不便な地域であり，

すでに高齢化が十分に進んでいることから，新たな不

便益が生じていないためと考えられる． 

次に都市構造による比較を行うために趨勢，コンパク

トの二つの人口データを作成し，買い物の際にかかる

一般化交通費用を比較した（図-4）．自動車利用が可

能な場合，自動車利用が不可能な場合，および平均値

に分けてグラフ化したところ，すべての一般化交通費

用で趨勢の場合が横ばいなのに対し，コンパクトの場

合は減少傾向にあることが示された．特に自動車利用

不能人口に関しては都市がコンパクトに推移してい

くことで一般化交通費用の大幅な低下がみられる． 

 

図-3 高松市の不便益額変化 

 

 

 

図-4 都市構造別の一般化交通費用の推移 

4. おわりに 

本研究では人口減少，高齢化に伴い，最寄品店舗の

減少と自動車利用の可能性の低下が相まって生じる

買い物困難者発生の仕組みをモデル化し，その地理分

布を定量的に予測する手法を開発した．それを用いて

分析を行ったところ，1)買い物需要の減少に伴い店舗

数は減少する傾向にあること，2)供給の減少と自動車

利用可能性の低下に伴い買い物の利便性が低下する

こと，3)ただし，利便性の低下は地理的に偏っており，

個人レベルで見ると中山間地等において自動車を利

用できなくなる場合の不便益が大きいこと，4)集計レ

ベルで見ると，中山間地では人口が少なく，またすで

に高齢化が進んでいるため，今後さらに問題が拡大す

る程度は相対的に小さいこと，5)近郊の公共交通不便

地域において高齢化が大きく進むことから，これらの

地域で買い物困難者が顕著に発生する可能性がある

こと，6）一方，都市のコンパクト化によって，買い

物の際の移動費用が低下する結果も得られたが，これ

は公共交通の利便性を固定したものであり，交通網を

強化することによりさらなる緩和が期待できること，

などを明らかにした．  

ただし，本分析の妥当性は入手可能なデータに依存

しており，またモデル構造にも改善の余地がある．デ

ータに関しては，他のデータソースとマージするなど，

さらなるデータの信頼性向上が必要である． 

また，モデルについては，特に供給側について今回

は集計データから買い物困難地域の発生を推計した

が，よりミクロなデータを用いて精緻化などを行い，

モデルを再検討することが必要と考えられる． 
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